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2023年6月16日

東京ガス株式会社

兵庫県立大学政策科学研究所シンポジウム

メタネーションがある未来

ネットゼロの達成に向けた東京ガスの取組み
（e-methaneの社会実装）
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LNGサプライチェーンと脱炭素化の視点 2

視
点
と
打
ち
手

 e-methane活用によるガス体エネルギーの

脱炭素化を図ることで、都市ガスやLNGサプ

ライチェーン全体の既存インフラを継続的に

活用

 エネルギーソースの多様化や分散型システム

の構築など冗長性の確保によるレジリエンス

向上

 大規模供給と需要側の分散型システムの統

合（デジタル技術の活用）

電力分野：再エネ拡大、火力のゼロエミ化

熱分野 ：天然ガスを活用した省エネ

エネルギーの高度利用

CNL、CCU・CCS

水素、e-methane

① 徹底した脱炭素化（GX） ③ 既存インフラの有効活用② レジリエンス向上

追加的な社会インフラコストの抑制熱の視点+イノベーション 災害大国日本への備え

+ +

東京ガスは2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、 ①徹底した脱炭素化（GX）、②レジリエンス向上、③既存インフラ

の有効活用の3つの視点と、デジタル技術を活用した効果的な打ち手により、 エネルギー事業者としての責任ある脱炭素化を推

進します。特にe-methaneは、ガス、電力ビジネスの有効な脱炭素化手段であり、積極的に活用していきます。

調達 輸送 都市ガスの製造 都市ガス供給
販売

（ガス、電気）
天然ガス火力発電

LNGサプライチェーン
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グループ経営ビジョンに基づくカーボンニュートラルに向けた取り組みと目標 3

水素キャリアの柔軟な選択

2030

ガ
ス

電
力

2040

リプレースに合わせて自社火力のゼロエミ化

・石炭・石油等から天然ガスへの燃料転換、コジェネ導入、スマートシティ化、レジリエンス強化
・カーボンニュートラルLNG（CNL）※1の提供拡大 ／ CCUS ※2の活用推進

天然ガスを最大限活用しながら脱炭素化

自社排出
CO2削減

ガス・電力の
脱炭素化

天然ガスによる
低炭素化

トランジションの加速

本格的な脱炭素化加速

削減貢献

1,700 万トン

2050

実用化・規模拡大浮体式洋上風力の低コスト建設技術獲得

太陽光・風力・バイオマス発電拡大

※1：採掘から燃焼に至る工程で発生する温室効果ガスを、森林保全等で創出されたCO2クレジットで相殺することによりCO2排出量がゼロとみなされるLNG ※2：CO2の回収・利用の略称

e-methane
導入拡大

カーボンニュートラルへ

e-methane

１％導入

カーボンニュートラルへの移行ロードマップ（2021年11月発表） 2030年目標

再エネ取扱量

600 万kW

水素利活用：安価な水素製造技術確立、実用化

e-methane：メタネーションの大規模・高効率化、商用化

都市ガス製造、自社利用ビル等でのネット・ゼロ
自社直接排出の
ネット・ゼロ化

再エネ電源の拡大

 東京ガスグループのグローバルな事業活動全体で、CO2削減貢献2030年1,700万トンを実現します。

 ガス・電力の脱炭素技術に強みをつくり、お客さまとの実装拡大を通じてカーボンニュートラルへの移行をリードします。
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e-methane（合成メタン）とは 4

e-methane製造から活用までのフロー図

＊（出典）：METI エネルギー転換構造WG資料から東京ガス作成

回収して再利用
するため大気中の
CO2は増加しない

メタネーション

再エネ等からの
水素製造

発電所等からの
CO2排出

排出・
回収した

CO2

利用時
の再排出

CO2

水素
H2 e-methane

CH4

都市ガス利用

 e-methane（合成メタン）は、水素とCO2から合成したメタンです。

 e-methaneはガスの脱炭素化手段の一つであり、その合成方法はメタネーションと呼ばれています。

 発電所等から排出されるCO2を回収・利用してメタンを合成し、消費地で都市ガスとして再利用するものなので、グローバルで捉

えれば、e-methane を利用しても大気中のCO2は増加しません。
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e-methaneの社会的意義と提供価値 5

 日本のエネルギー消費の6割を占める熱需要の脱炭素化は、2050年のカーボンニュートラル（CN）実現に向けた重要課題

です。 e-methaneは熱需要分野の脱炭素化に有効です。

 e-methaneは、そのほか、様々な価値を提供し、次世代熱エネルギー産業*の実現に寄与します

民生・産業部門のエネルギー消費構成

（出典）日本ガス協会資料

e-methaneの提供価値

提供価値① 熱需要分野の脱炭素化
⇒日本のカーボンニュートラル実現に貢献

提供価値② 追加的な社会インフラコストの低減
⇒国民負担の低減

提供価値③ エネルギーセキュリティの向上
⇒カントリーリスク低減（非化石/米国）

提供価値④ アジア地域のカーボンニュートラル化
⇒日本の技術の海外展開

＊グリーン成長戦略内14重点分野の1分野

約200℃以上の熱需
要領域は電化が困難

メタネーション
既存LNG輸送
インフラの活用

水電解

海外LNG基地
での液化

再生可能エネルギー
既存都市ガスインフラの活用

エミッター/ 
CO2パイプライン

e-methane 海外サプライチェーン
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海外から輸入する水素キャリアにおけるe-methaneのコスト優位性 6

e-methane

約110～130円
/m3-CH4

液化水素

約180円
/m3-CH4

アンモニア

約100～150円
/m3-CH4

MCH

約130円
/m3-CH4

出典：第9回メタネーション推進官民協議会資料 日本エネルギー経済研究所様資料より引用し、加工

各水素キャリア（国内配送前）のコスト比較
※日本エネルギー経済研究所試算

 e-methaneは、海外でのLNG液化・出荷基地、LNG船での海上輸送や国内でのLNG受入基地等、既存のインフラがそ

のまま活用可能です。一方、液体水素やアンモニアは、それらを新規に構築していかなければなりません。

 e-methaneは水素キャリアの中ではコスト的に優位であり（配送コストまで加味するとさらに優位になる可能性あり）、エネル

ギーの脱炭素化に向けた重要な選択肢です。

化石
燃料

再エネ

CO2固定

輸送

アンモニア

液化水素

製造

H2

H2

H2H2H2MCH
メチルシクロヘキサン
（有機合成燃料）

発電

運輸

産業

業務

家庭

利用

メタン

直接利用

脱水素

水素サプライチェーン全体像

気化

水素キャリア水電解
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低コスト水電解技術の重要性と自社開発 7

 低コストなグリーン水素を調達するには、安価な再生可能エネルギーと、低コストの水電解装置が必須です。

 東京ガスはe-methaneへの活用も視野に入れ、低コストグリーン水素を実現するために、SCREEN社と共同で、PEM形水

電解の低コストセル（CCM：触媒層付き電解質膜）の製造技術開発に取り組んでいます。

2021年5月 SCREENと東京ガスとの共同開発を開始

従来技術では、セルを一枚一枚製造し、ス
タックの構成部材を一つ一つ積み上げて製造

Roll to Rollと呼ばれる高速生産技術と触媒の
少量化によりコストを大幅削減

Roll to Roll方式によるCCMの高速生産

東京ガス保有技術

燃料電池関連技術

燃料電池

SCREEN保有技術

解析技術、触媒技術

大型セルの開発に成功

・高性能（電解効率83％以上）
・低コスト（低触媒量実現））
・高耐久（50,000h以上）
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e-methane社会実装に向けたロードマップ（2030年に1%の導入 8

技術確立 スケールアップ

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33

社会実装

8,000 万m3/年

160 万m3/年

5 万m3/年

ステップⅢ 海外大規模
実証・サプライチェーン構築

ステップⅡ
国内地産地消の取り組み

国
内

革新的技術
中規模実証

ステップⅠ
国内小規模実証

革新的技術
小規模実証

⇒ 社会実装へ

FEED FID 建設適地選定 FS

適地選定 FS

革新的技術選定・評価 革新技術プロト機

メタネーション装置規模 12.5 Nm3／h

メタネーション装置規模 数100 Nm3／h

メタネーション装置規模 ～約20,000 Nm3／h

自社実証（横浜テクノステーション等）

建設

FEED FID 建設

1%導入

革新的技術：ハイブリッドサバティエ、PEMCO2還元、バイオリアクター等

e-fuelなど合成燃料利用へ

海
外

ハイサバ PEMCO バイオサバティエ

 既存技術（サバティエ方式）を用い、21年度末より小規模実証（ステップⅠ、約5 万m3/年）開始、20年代中盤に地産地

消の取り組み（ステップⅡ、約160 万m3/年）を実施し、課題を解決して早期の社会実装を目指します。

 ステップⅢとして海外サプライチェーン構築により、2030年e-methane 1%（約8,000 万m3）導入を実現。

 並行して、GI基金のご支援をいただき、将来のコストダウンに向けた革新的メタネーション技術開発を推進します。
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東京ガス鶴見の研究施設におけるe-methane実証試験 9

 e-methaneの製造から消費までのサプライチェーンを構成する機器の評価、サプライチェーンモデルを検証中です。

 今後、革新的メタネーション技術を随時適用し、また、近隣行政・企業様との地域連携により地域におけるカーボンニュートラ

ルの地産地消モデル構築を目指します。

CO2タンク

ガスエンジンコジェネ

水電解装置(ITM社製)
設置予定地

太陽光発電装置

メタネーション装置（12.5 m3/h)

ボイラ
冷却塔

東京ガス
横浜テクノステーション

9

既存
都市ガスインフラ

LNGタンカー

CO2源

再生可能エネルギー 水電解装置

e-methaneの海外サプライチェーン
LNG出荷基地メタネーションプラント

水素タンク

バッファタンク

自社開発水電解装置(5 kW×2基)



Copyright© TOKYO GAS Co., Ltd. All Rights Reserved. 

東京ガスのe-methane海外大規模サプライチェーン構築に向けた取り組み 10

中 東

豪 州

米国日本への
e-methaneの導入

マレーシアにおける事業可能性の検討

【実 施 者】 住友商事様、ペトロナス様、東京ガス

【実施内容】 マレーシアにおいて、e-methaneを製造し、
日本に導入するサプライチェーンを構築す
るFS中

LNG基地

プロジェクト
実施中

FS
予定

FS

液化
基地

水力
発電

FS
実施

東南アジア

注）図中写真は連携先企業様
（三菱商事様、住友商事様）ご
提供資料

中東・豪州などにおける事業可能性の検討

【実 施 者】 Shell様、大阪ガス様、東京ガス

【実施内容】 中東・豪州等におけるe-methane製造、
液化・輸送のサプライチェーン構築に向けた
検討開始

豪州における事業可能性の調査

【実 施 者】 三菱商事様、東京ガス

【実施内容】 豪州におけるe-methaneの製造、液化・
輸送までのサプライチェーン全体のFSを実
施中

メキシコ湾岸

 e-methane の社会実装のためには、e-methaneの海外サプライチェーン構築が不可欠です。国内外の事業者・関係者と
連携しながら、複数の事業可能性評価（FS）を実施しています。

 北米、豪州、マレーシア等におけるFSをグローバル企業や総合商社と取り組み中です。また、e-methane、水素キャリアやバ
イオガス、CCS等について、Shell様とも幅広くFSや情報交換を実施しています。

 特にCameron LNG基地近傍でe-methaneを製造し、日本に輸入する米国 e-methaneプロジェクトを推進しています。

【実 施 者】 三菱商事様、大阪ガス様、東邦ガス様、東京ガス

【実施内容】 4社で、 2030年Cameron LNG基地からの日本
へのe-methane導入に向けた詳細検討を実施中

米国におけるプロジェクトの推進



Copyright© TOKYO GAS Co., Ltd. All Rights Reserved. 

米国 e-methane （ReaCH4）プロジェクト 11

 三菱商事様、大阪ガス様、東邦ガス様、と東京ガスの4社は、米国テキサス州・ルイジアナ州においてe-methaneを製造、

輸送しCameronのLNG基地から液化して出荷するプロジェクトを推進しています。

 LNG基地、LNG船・受入基地等の既存LNGサプライチェーンをそのまま活用。2030年、日本へのe-methane 1%導入

開始を目指し、詳細検討を実施しています。

メタネーションプラントの
建設・操業

既存LNG輸送
インフラの活用

水電解装置の
建設・操業

キャメロンLNG
基地での液化

エミッター/ 
CO2パイプライン

再生可能エネルギー
自前開発 or
外部購入（系統・PPA）

海外（米国） 国内

H2O

外部調達

H2

工業用水等

既存都市ガスインフラの活用

東京ガス 8,000 万N㎥-CH4/年

大阪ガス 6,000 万N㎥-CH4/年

東邦ガス 4,000 万N㎥-CH4/年

合計
1億8,000 万Nｍ3-CH4/年

＠2030年
≒13万㌧-CH4/年・初期稼働時の想定規模

導入量目標

Cameron
LNG基地
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e-methane社会実装に向けた課題 12

製造側（海外） 利用側（日本）

e-methane由来

CO2

化石燃料由来排出

CO2

H2

天然ガス LNG

1
排出済みCO2を回収 e-methane燃焼時のCO2

2

e-methaneを適切に利用
できる制度上の位置づけ、証
書制度、価値取引の仕組み

3

約5 0円／Nm3※

約120 円／Nm3※

既存燃料との価格
差の支援が必要

※第6回メタネーション推進官民協議会 東京ガス資料より引用。米国プロジェクトにおいてのコストは、今後精査していく

流通の過程で既存燃料と混在
（証書等が必要）

CO2排出計上
（カウント）無し

CO2排出計上
（カウント）

回収して再利用するため大気中のCO2は増加しない

×

e-methaneの早期社会実装に向けて、以下3点の主要課題があり、官民一体となって解決に取組むことが必要です。
① e-methaneを利用する側でCO2排出カウントがゼロとなる制度が必要（SHK制度やGHGプロトコルなどの企業レベル
でのルールの規定、海外からの輸入の場合は製造国との合意や国家レベルでのルールの規定）。

② 流通の過程で既存燃料と混在する中で、最終利用者がe-methaneの環境価値を適切に利用できる証書制度の確立、
環境価値取引の仕組み等が必要。

③ 既存燃料（LNG）に対して競争力のあるコストの実現（技術革新、価格差支援等）が必要。
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まとめ 13

e-methaneを早期に社会実装し、エネルギー消費の6割を占める熱需要の脱炭素化、追

加的な社会コストの低減、更にはエネルギーの多様化とセキュリティの向上に貢献します。

従来技術の社会実装に加えて、グリーンイノベーション基金事業のご支援を頂きながら、革

新的メタネーション技術を開発し、ステップを踏んで実証と規模拡大を進め、早期の適用を

図っていきます。

技術開発と並行して、e-methaneのサプライチェーンの構築に向け、制度設計（CO2カウ

ントルール、環境価値の移転、天然ガスとのコスト差を埋める仕組み）を官民一体となって

取り組んでいきます。
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